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    資料２ 中央卸売市場提出資料 

液状化対策の経緯 

平成23年  3月 ・東日本大震災（東京で震度５強）により、豊洲市場敷地内（5街区及び 
            6街区）で噴砂・噴水が発生。大小１００箇所以上の噴砂痕を確認 
           ・噴砂は部分的なもので、１か所当たりの噴砂量も少なく、全体として 
                          小規模との評価 

平成23年11月 土壌汚染対策工事開始 
          ⇒土壌汚染対策後に、建物敷地以外（構内道路や駐車場など）の 
            液状化対策工事を実施 

平成26年  2月 主要３棟建物建設工事開始 
          ⇒建物敷地の液状化対策工事を実施                                 

小さい規模の噴砂（全体の半数以上） 大きい規模の噴砂 

平成22年12月  建物敷地外の液状化対策等の設計（平成23年3月まで） 



豊洲市場全体図（液状化対策の範囲） 
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水産仲卸売場棟 

水産卸売場棟 

６街区 

７街区 

５街区 

青果棟 

：建物建設地 ：建物建設地外 ：補助315号線高架下 

※加工パッケージ棟は 
   地下構造が有り対策不要 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 



液状化対策の流れ 

液状化の対策方法を決定 
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土の締り具合などを調査し、 
液状化判定の対象となる地層を確認 

砂やコンクリート等の改良杭を地中に 

造成し、地盤を締固め 

設計の目標まで締固められたか 
チェックボーリングで確認 

１ 地質調査 

２ 設   計 

３ 工   事 

４ 確   認 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 



１ 地質調査 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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調査位置 
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液状化対策を検討するため、改良前の地質構成等を
８箇所で調査し、地質断面図を作成 

 

：地質断面の位置 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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+ 6.5m 

５街区 地質断面図 
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標高（AP） 

-10.0m 

-20.0m 

0.0m 

※ 3.11の本街区の噴砂は、
埋立砂質土層が噴出 

5B 5A 

調査結果から液状化判定の対象となる地層を確認 
（締り具合や粘土分の混ざり具合などで判定） 

■ 着色した地層全体で液状化判定が必要となるわけではない。（ 同じ地層の中にも、 

   粘土分の混ざり具合などによって液状化判定の必要がない部分もある。沖積層の 

   粘性土（Yc）の中でも局所的に液状化判定の対象となる部分もある ） 

5街区の範囲 
青果棟の範囲 

0m 100m 

液状化判定の対象となる地層 

東京湾平均海面（海抜）TP±0．0mは、AP＋1．1344m 

埋立層（砂質土） 
Hs 沖積層（砂質土） 

Ys 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 



■ 着色した地層全体で液状化判定が必要となるわけではない。 （ 同じ地層の中にも、 

   粘土分の混ざり具合などによって液状化判定の必要がない部分もある ） 8 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

６街区 地質断面図 

0m 100m 

6B 6A 
+ 6.5m 

-10.0m 

-20.0m 

0.0m 

6街区の範囲 

水産仲卸売場棟の範囲 

東京湾平均海面（海抜）TP±0．0mは、AP＋1．1344m 

標高 
（AP） 

液状化判定の対象となる地層 

埋立層（砂質土） 
Hs 

沖積層（砂質土） 
Ys 

埋立層（粘性土） 
Hc 

※ 3.11の本街区の噴砂は、
埋立砂質土層が噴出 



■ 着色した地層全体で液状化判定が必要となるわけではない。 （ 同じ地層の中にも、 

   粘土分の混ざり具合などによって液状化判定の必要がない部分もある ） 
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    資料２ 中央卸売市場提出資料 

７街区 地質断面図 

0m 100m 

+ 6.5m 

-10.0m 

-20.0m 

0.0m 

7B 7A 

7街区の範囲 

水産卸売場棟の範囲 

東京湾平均海面（海抜）TP±0．0mは、AP＋1．1344m 

標高 
（AP） 

液状化判定の対象となる地層 

埋立層（砂質土） 
Hs 

沖積層（砂質土） 
Ys 

埋立層（粘性土） 
Hc 



２ 設  計 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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中地震（レベル１相当）：構造物の供用期間中に１回～数回遭遇する地震。震度５程度。 

大地震（レベル２相当）：構造物の供用期間中に起こりうる最大級の地震。震度６強程度。 

※ 地震動と震度の大きさの関係に定義はない。首都直下地震の想定は震度６強。 

準拠基準 ：建築基礎構造設計指針 ほか 

目標設定の考え方 
  中地震：地盤そのものが、変位や破壊などによって修復の必要が 
         ある状態にならないこと 
  大地震：地盤の過大な変位などによって、構造物が、補修・補強で 
        再使用できない状態にならないこと 

建物建設地の液状化対策の設計 
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対策目標 
・中地震（レベル１相当）が発生しても、液状化しない 
・大地震（レベル２相当）が発生しても、液状化の可能性が低い 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

参考資料①参照 



基準の考え方 

 液状化対策の目的は想定地震動に対する地盤・構造物の機能確保。対策レベルは、

構造物の種類（重要度）に応じて異なる 

 レベル２地震動の液状化対策の必要性は、各施設の性能規定等を参照して判断 

 トンネル構造のない道路や駐車場には、地震動による損傷で機能を損なわないなど

の要求性能の規定がない 

準拠基準 ：港湾の施設の技術上の基準・同解説 ほか 

目標設定の考え方 
  ■ 供用期間中に１回～数回遭遇するレベル１地震動に対して 
     液状化しないこと 
  ■ 数百年に一度遭遇するレベル２地震動に対しては、補修・ 
     補強で対応 

建物建設地外の液状化対策の設計 
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対策目標 
・レベル１地震動が発生しても、液状化しない 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

参考資料②・③参照 



３ 工  事 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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液状化対策 平面図 
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凡 例

：砂杭締固め工法（砂杭）

：静的締固め固化改良工法（コンクリート杭）

：静的締固め工法（砕石杭）

：格子状固化改良 ：高圧噴射撹拌改良 ：浅層混合改良

：砂圧入式静的締固め工法

：砂杭締固め工法（砕石杭）

液状化対策としては主に、改良杭を地中に造成して 

地盤を締固める工法を採用 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 



代表的な工法の例 

砂やコンクリートなどの改良杭を地中に造成し、密度を高めて 
地盤を締固める 
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    資料２ 中央卸売市場提出資料 

参考資料④参照 
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設計地震レベルによる対策内容の違い 

工法は同じ。改良杭の間隔（密度）が異なる 

建物建設地 
大地震（レベル２）対応 

１．５ｍ間隔の正方形配置 

建物建設地外 
レベル１地震対応 

２．０ｍ間隔の正方形配置 

改良杭が密になると、 
より固く締固まる 

（イメージ） 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

※ 用地全域で建物建設地の方が密になっているわけではない。結果として建物下と周辺で改良
密度に差異がないケースもある 

（例） 



採用工法の改良効果実証例 
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液状化の甚大な被害
を受けた浦安市でも、
砂杭による締固め工法
によって対策がなされた
施設は、液状化の被害
がなかったことが確認
されている 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

出典：「建築知識」2011年6月号 p.23～p.24 浦安市今川地区の例 

今川地区Ａ団地の地震後の様子 



４ 確  認 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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液状化対策の効果の確認 
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締固め具合などを確認するボーリング（チェックボーリング）を実施 
（ 建物建設地で７３箇所、建物建設地外で６１箇所 ） 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

結果をもとに、改良地盤の液状化の安全率や危険度などを算定 

参考資料⑤参照 



改良前後の土の締り具合（N値）の比較 
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地層 改良前 改良後 

Hs1 8.0 12.0 

4.0 25.0 

3.8 18.0 

Hs2 16.0 

2.8 10.0 

地層 改良前 改良後 

Hs1 11.0 12.0 

4.0 
9.0 

6.0 

Hc/Hs1 1.6 5.0 

Hc/Hs2 0.6 
8.0 

Hs2 2.6 

地層 改良前 改良後 

Hs 1.8 7.0 

Ys2 2.6 8.0 

6.0 9.0 

6.0 10.0 

8.0 15.0 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

Yc 
Ysc 

Ys 

Yc 

Hs 
Hg 

沖積層 
（砂質土） 

埋立層 
（砂質土） 埋立層 

（砂質土） 

埋立層 
（砂質土） 

Hg 

Hs 

Yc 

Ysc 

Hc 

6街区 
調査箇所② 

7街区 
調査箇所⑤ 

5街区 
調査箇所⑦ 

※ 改良前の地質調査と、なるべく近い位置のチェックボーリング
の比較。深度や地層には、多少のずれがある。 

埋立層 
（粘性土） 

Hc 
Hs 

Hs 



建物建設地の液状化判定結果① 

建物建設地 
平均ＦＬ値（カッコ内は最小値） 

改良無し 改良有り 

５街区 

青果棟 
０．５９７ 
（０．５６８） 

２．２６９ （１．２８４） 

小口買参棟 ２．３５０ （２．１０９） 

駐車場棟 １．３００ （１．０３１） 

６街区 

水産仲卸売場棟 
０．６３１ 
（０．５７０） 

１．４７８ （１．０１３） 

加工パッケージ棟 ２．１５７ （２．１４２） 

駐車場棟 ２．０６５ （１．５８９） 

７街区 

水産卸売場棟 

０．７４８ 
（０．５１１） 

１．３５７ （１．０１５） 

管理施設棟 ２．８０４ （２．４５５） 

容器業者倉庫棟 １．９６０ （  －  ） 

リサイクル施設棟 ２．３２３ （  －  ） 

駐車場棟 １．６４８ （１．２１８） 

判定結果 ＦＬ≦１：ＮＧ 全てＦＬ＞１：ＯＫ 
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ＦＬ値：液状化に対する安全率。１を超えていると、液状化しないと判定 

 中地震（レベル１相当）が発生しても液状化しない 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

参考資料⑥～⑧参照 



改良無し（地質調査結果） 改良有り（チェックボーリング結果） 
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液状化の程度が軽微または液状化の危険度が低い状態に収まっている 

Ｄｃｙ ：液状化による地表面の変位量。５ｃｍ以下で液状化の程度が軽微と判定 

ＰＬ値：液状化の危険度。 ５以下で危険度が低いと判定 

 大地震（レベル２相当）が発生しても液状化の可能性は低い 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

変位と危険度が、構造物の
使用に影響が懸念される範
囲に存在 改良により、変位と危険度が構造物

の使用に影響ない範囲に収束 

建物建設地の液状化判定結果② 



建物建設地外は、レベル２地震動で液状化し、
噴砂や噴水が生じることは無いのか？ 
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チェックボーリングの結果から、対策目標の改良効果が
十分に得られていることをプロジェクトチームに報告 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

プロジェクトチームとの協議の結果、建築物の基準を
適用し、中地震（レベル１相当）及び大地震（レベル２相当）の
液状化に対する安全性を検証 

建物建設地外の液状化判定結果① 

参考資料⑨参照 



建物建設外 

平均ＦＬ値（カッコ内は最小値） 

改良無し 改良有り 

５街区 
０．８５１ 

（０．８２５） 
１．６６４ 

（１．０７７） 

６街区 
０．８８１ 

（０．７９６） 

１．９９９ 

（１．２３６） 

７街区 
０．９４４ 

（０．７５０） 

１．６０２ 

（１．１４８） 

判定結果 ＦＬ≦１：ＮＧ 全てＦＬ＞１：ＯＫ 
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    資料２ 中央卸売市場提出資料 

ＦＬ値：液状化に対する安全率。１を超えていると、液状化しないと判定 

 中地震（レベル１相当）が発生しても液状化しない 

建物建設地外の液状化判定結果② 
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改良前地盤（3.11被災時） 改良後地盤（チェックボーリング結果） 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

阪神大震災の被害事例の分析結果から、沈下が生じない・被害が軽微となる

Ｄｃｙ5～10ｃｍ以下、ＰＬ値 5～10以下に収まっている 

Dcyで判定し、限界値をクリアしない場合は、ＰＬ値を併用して総合的に判断 

 大地震（レベル２相当）が発生しても液状化の可能性は低い 
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５街区

６街区

７街区

改良により、変位と危険度が61箇所中
60箇所で限界値未満に収束 

変位と危険度が各街区
とも限界値外に存在 
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建物建設地外の液状化判定結果③ 

参考資料⑩・⑪参照 
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改良前地盤（3.11被災時） 改良後地盤（チェックボーリング結果） 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

3.11の豊洲市場用地で発生した地震動に対して、改良後の地盤の
安全性はどうか。 
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建物外改良有り地盤のDcy-PL関係

５街区

６街区

７街区

被害実績 
 5及び6街区で合計108箇所の噴砂 
 7街区は噴砂なし 
 噴砂は部分的で噴砂量は小規模 

 改良地盤のDcy及びPLは、噴砂が生じ
た地盤の半分以下の範囲に収束 

 改良後は、同程度の地震で地盤被害が
生じるおそれは少ないと考えられる 

2011年3月11日14時47分 江東区枝川1-9-17観測地震動 震度５ 地表面最大加速度240.984gal 

建物建設地の液状化判定結果【参考】 



補助３１５号線高架下用地における 
噴砂・噴水対策 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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    資料２ 中央卸売市場提出資料 

補助３１５号線高架下用地の位置 
位置図 
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土壌汚染対策範囲 

水産仲卸売場棟 

水産卸売場棟 

連絡通路 

道路区域であるが、市場施
設と一体的に使用すること
から、安全･安心を確保する
ため、土壌汚染対策及び液
状化対策を実施  



連絡通路 

補助３１５号線高架橋 

水産卸売場棟 

水産仲卸売場棟 

H28.11.2 

H28.11.2 

空間55～63cm 

連絡通路 

水産仲卸売場棟 

連絡通路 

補助３１５号線高架橋 

H28.12.7 

空間10cm 

H28.12.7 

補助３１５号線高架下連絡通路の状況 

連絡通路は地盤面とは接していない。 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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    資料２ 中央卸売市場提出資料 

補助３１５号線高架下用地の現状 

液状化層や汚染土壌が残っている 
30 

土壌汚染対策 

AP+4.0まで入替え、ベントナイト混合土層
及び舗装で封じ込め 

→ 法の定め以上の対策実施 

液状化対策（締固め改良）範囲 

A.P.+4.0m 

A.P.+6.5m 

砕石層 
舗装 

橋脚 

液
状
化
対
策 

液
状
化
対
策 

鋼 

 

管 

 

遮
 
水
 
壁 

鋼 

 

管 

 

遮
 
水
 
壁 

不透水層（A.P.-5m程度） 

ベントナイト混合土層 

橋脚 

砕石層 

液状化対策 

既設の高架橋やガス中圧管への影響範囲
外で可能な限り対策を実施 



補助３１５号線高架下用地の噴砂・噴水対策 
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   レベル２地震動により地中で液状化が起きた場合でも 
   地表面への噴砂・噴水を砕石層で防止 

A.P.+4.0m 

A.P.+6.5m 

砕石層 

舗装 

橋脚 

液
状
化
対
策 

液
状
化
対
策 

鋼 

 

管 

 

遮 
水 
壁 

鋼 

 

管 

 

遮 
水 
壁 

不透水層（A.P.-5m程度） 

ベントナイト混合土層 

橋脚 

砕石層 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 

レベル２地震動での解
析結果をもとに噴砂・

噴水量を推定 

砕石層（透水性高い）を 

推定必要厚さの２倍敷設 

厚さ１３０ｃｍ 

参考資料⑫参照 



ま と め 
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建物建設地の地盤 

  中地震（レベル１相当）及び大地震（レベル２相当） 

  に対して目標とした改良効果が得られた 

建物建設地外の地盤 

  レベル１地震動に対して十分な締固めがなされたこ 

  とで、大地震（レベル２相当）に対しても液状化の可 

  能性が低い状態を確保できていることが確認できた 

補助３１５号線高架下の地盤 

  液状化に伴う噴砂・噴水の防止については、レベル２ 

  地震動を考慮した対策を講じている 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 



参考資料 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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 350galとは、兵庫県南部地震などの際、液状化した地盤上で観測された最大値に
ほぼ対応（基準①p.64） 

 工学的基盤面とは、それよりも下にある全ての層が岩盤やＮ値50以上の砂質土
層などのいずれかである土層の上面（基準④p.330）。設計ではAP-20～-40mの
深度にあるN値≧50のEs層に設定 

設計条件 

建物建設地 建物建設地外 

主な 
適用 
基準 

① 建築基礎構造設計指針 
② 建築物の構造関係 

技術基準解説書 
③ 建築基礎のための 

地盤改良設計指針案 

④ 港湾の施設の技術上の 
基準・同解説 

⑤ 埋立地の液状化対策 
ハンドブック（改訂版） 

設計 
地震動 

地表最大加速度200gal（中地震） 
地表最大加速度350gal（大地震） 

基準推奨値 

工学的基盤面最大加速度144.6gal 
（レベル１地震動） 

国土交通省公表値 

① 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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建物建設地外の設計地震動 １ 

 地震動（基準④p.330、基準⑤p.30） 

  レベル１地震動は再現期間７５年相当の地震動 

  レベル２地震動は再現期間数百年相当の地震動 

 

 液状化対策の目的（基準⑤p.30） 

  想定地震動に対し、地盤・構造物が維持すべき機能を確保 

 

 一般的な対策レベルの考え方（基準⑤p.30） 

  構造物の重要度によって異なり、例えば一般岸壁でレベル１、 

  耐震強化岸壁でレベル２ 

② 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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 液状化の検討について（基準④p.383） 

  レベル２地震動に対する地盤の液状化の検討は、各施設の 

  性能照査等を参照し、総合的な検討に基づき、対策手法や 

  実施の必要性を判断 

 臨港交通施設（道路・駐車場）の性能規定（基準④p.1262～） 

  建物建設地外は主に構内道路及び駐車場。地震動の作用 

  による損傷等を考慮した要求性能の規定があるのは、トン 

  ネル構造を有する道路、耐震強化施設等への接続道路で 

  あり、建物建設地外は基本的に該当しない 

建物建設地外の液状化対策の想定地震動はレベル１に設定 

建物建設地外の設計地震動 ２ 

③ 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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建物建設地 建物建設地外 

対策 
深度 

 液状化すると判定された地層の
下面まで 

 液状化すると判定された地層の
下面まで 

 ただし、洪積層（Es層）は東日本
大震災等で液状化した事例がな
く、一般に液状化判定の対象外と
していること、また不透水層の下
部のYｓ層は、液状化しても地盤
被害を発生させないと考えられる
ことから対策の必要なしとした 

 

液状化対策の施工深度 

参考；基準⑤p.44,122 
道路橋示方書V耐震設計編p.139 

④ 

液状化判定方法は、参考資料⑥～⑦ 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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チェックボーリング実施数量 

 液状化対策の工事完了時に、必要な改良効果が得られ
ているかを確認するチェックボーリングを実施 

 改良杭造成による締固め効果が最も弱い改良杭対角の
杭間地盤で各地層のＮ値、Ｆｃ、Ｉｐ等を調査 

建物建設地 建物建設地外 

５街区 

青果棟 １０か所 

２６か所 小口買参棟 ２か所 

駐車場棟 ２か所 

６街区 

水産仲卸売場棟 ２８か所 

１８か所 加工パッケージ棟 ２か所 

駐車場棟 ２か所 

７街区 

水産卸売場棟 １７か所 

１７か所 

管理施設棟 ４か所 

容器業者倉庫棟 １か所 

リサイクル施設棟 ２か所 

駐車場棟 ３か所 

計 ７３か所 ６１か所 

⑤ 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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液状化判定の方法 １ 

建物建設地 建物建設地外 

判定 
深度 

地表面（AP+2.0）から２０ｍ以浅 
（基準①p.62） 

地表面（AP+6.5）から２０ｍ以浅 
（基準⑤p.44,114） 

判定 
土質 

 飽和した沖積層 
 細粒分含有率（Fc）３５％以下 
  ただし、埋立や盛土などの人工造成 
  地盤は、Fcが３５％より大きくても、塑 
  性指数（Ip：粘性のある成形可能な状態 
  の保ちやすさ）１５％以下なら判定対象 

（基準①p.62） 

 土粒子の大きさの混合割合（粒度）の
分布により液状化の可能性を判定 

  （基準⑤p.116） 

判定 
指標 

 ＦＬ（基準①p.64） 

  液状化発生に対する安全率 
  ＦＬで１を超えると液状化の可能性なし 
 ＰＬ（基準②p.439） 

  液状化の危険度で １以下のＦＬ値を 
  深さ方向に重み付けして合計した値 
 Ｄｃｙ（基準②p.439） 
  ＦＬ値が１以下の層で生じる変位量を合 
  計して求める地表変位量（ｃｍ） 

 等価Ｎ値 
  各深度の土層の締り具合（Ｎ値）に対 
     し、上載圧力や密度を同一条件に換 
  算した数値 
 等価加速度 
  地震応答解析結果を基に求める各層 
  に生じる加速度 

（基準⑤p.117～） 

⑥ 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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建物建設地 建物建設地外 

判定 
基準 

 地表最大加速度200galに対して
液状化の可能性がないこと（ＦＬ＞1） 

 地表最大加速度350galに対して
次のいずれかを満足すること 

  a) ＦＬ＞1 
  b) Ｄｃｙが５ｃｍ以下 
  c) ＰＬが５以下 
ただし、設計ではb)、c)の両方を満足し、
その際、ＦＬ≦1は２か所までとした 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 各層の等価加速度と等価Ｎ値の

関係が「液状化しない」と判定さ
れる範囲ⅢまたはⅣにあること 

 （基準②p.439） （基準⑤p.119,122） 

液状化判定の方法 ２ 

⑦ 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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建物建設地 建物建設地外 

200gal 350gal  各深度の地層で、想定地震動により

生ずる等価加速度に対し、チェック

ボーリング結果から求まる等価Ｎ値

が、すべて液状化判定範囲Ⅲ以上

であることを確認 

 

最小ＦＬ 最大ＰＬ 最大Dcy 

５街区 

青果棟 1.284 2.444 0.877 

小口買参 2.109 0.000 0.000 

駐車場棟 1.031 3.561 1.087 

６街区 

水産仲卸 1.013 3.528 1.524 

加工パケ 2.142 3.354 0.500 

駐車場棟 1.589 0.652 0.607 

７街区 

水産卸 1.015 4.740 1.778 

管理施設 2.455 0.000 0.000 

容器倉庫 1.960 3.889 0.508 

ﾘｻｲｸﾙ棟 2.323 0.000 0.000 

駐車場棟 1.218 2.456 0.866 

判定 ＦＬ＞１：OK ＰＬ≦５：OK Dcy≦５：OK 
チェックボーリングの判定例（５街区） 

チェックボーリング結果による液状化判定 

各地層で生じる 
加速度の範囲 

液状化しない 
等価N値の最小値 

算出した等価 
N値のプロット 

⑧ 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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最も液状化しやすい地層で対策目標を確保する締固め 

建物建設地外の締固め効果 

改良後の地盤全体としては、対策目標よりも固く締め固め 

チェックボーリング（５街区）の 
液状化判定結果 

調査位置⑦（５街区）の 
液状化判定結果 

改良前地盤内の 
最小の等価N値 

地盤全体の 
等価N値の底上げ 地盤の中には 

十分に高い等価 
N値の地層も存在 

対策目標の 
締固め量 

レベル１で 
液状化しない 

最小の等価N値 

レベル２地震動に対し、PL法で地盤全体の液状化危険度を評価 

⑨ 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 

等価加速度(gal) 等価加速度(gal) 

等
価

N
値

 

等
価

N
値
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建物建設地外の液状化判定基準 

 「建築基礎のための地盤改良設計指針案（一般社団法人日本建築学会）」
における建物建設地外の液状化判定基準は下記のとおり 

  ① 液状化時の地表面変位Dcy≦５～１０ｃｍ 

  ② 液状化指数ＰＬ≦５～１０ 

   

  まず①について判定し、クリアしない場合は②を併用して判断 

（基準③p.314～315、325） 

⑩ 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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 Dcy≦５～１０ｃｍとは（基準③p.326） 

 兵庫県南部地震の被害事例を分析した未改良地盤における 

  Dcyと沈下量の関係から、沈下量が生じない（被害が軽微である 

   と考えられる）と読み取ることができる限界値 

 ＰＬ≦５～１０とは（基準③p.327） 

  Dcy≦５～１０ｃｍに対応するＰＬの値は概ね７～１２程度であり、 

  やや安全側を考慮して設定 

 限界値の幅は、建築物の用途、重要度等で判断（基準③p.326） 

構内道路及び駐車場は、変位による影響が小さいことを踏まえ、  

限界値をDcy≦１０ｃｍ、ＰＬ≦１０に設定 

建物建設地外の液状化判定基準 
⑪ 

    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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補助315号線高架下の噴砂・噴水対策 

 噴砂・噴水対策の考え方 

   液状化により地盤沈下が生じ、沈下量と同量の土砂や水が噴出 

   するものと して、砕石層で地表への噴出を防止 

 設計地震動と砕石層の推定必要厚さ 

    レベル２（元禄関東地震、東京湾北部地震）の地震応答解析 を 

    基に推定した沈下量は最大22cm 

    砕石層の必要厚さは、間隙率35%として22cm/0.35 ≒ 65cm 

 確保可能な砕石層厚 

    既設構造物の基礎杭が露出しない掘削可能な深さはAp+4.0m 

    土壌汚染対策として、舗装及びベントナイト混合土層を敷設する 

  厚さを考慮すると、砕石層の設置に確保できる厚さは130cm 

（推定必要厚の２倍） 

⑫ 
    資料２ 中央卸売市場提出資料 
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平成２９年２月下旬時点の地下水位 

地下水位標高等値線図（2017年2月21～24日地下水位一斉測定結果） 

※1 測定日： 地下水管理システム観測井：2月23日9:00測定値） 
地下水モニタリング観測井 5街区：2月22～24日、6街区：2月21～23日、7街区：2月23～24日 

⑬ 
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